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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第90期

第３四半期
連結累計期間

第91期
第３四半期
連結累計期間

第90期

会計期間
自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日

自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日

自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日

売上高 (千円) 10,506,646 9,328,620 14,269,757

経常損失(△) (千円) △174,867 △385,239 △104,452

四半期(当期)純損失(△) (千円) △174,223 △383,023 △79,211

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △161,428 △325,106 △49

純資産額 (千円) 5,160,864 4,997,103 5,322,232

総資産額 (千円) 12,947,413 13,195,136 13,195,962

１株当たり四半期(当期)
純損失金額(△)

(円) △7.38 △16.22 △3.35

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 39.9 37.9 40.3
 

　

回次
第90期

第３四半期
連結会計期間

第91期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成24年10月１日
至 平成24年12月31日

自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日

１株当たり四半期純損失金額(△) (円) △2.18 △4.30
 

(注) １. 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２. 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失金額で

あり、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれてい

る事業の内容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

EDINET提出書類

日本伸銅株式会社(E01305)

四半期報告書

 2/15



第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生または前事業年度の有価証券報告

書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）業績の状況

平成26年３月期の当第３四半期連結累計期間(平成25年４月１日～平成25年12月31日)の世界経済の動

向は、中国景気の鈍化懸念や、米国の量的緩和縮小が決定される等、依然として不透明感の漂う状況が

続きましたが、日本経済はアベノミクス効果への期待が徐々に現実味を増し、円安が進む中、景気回復

への歩みが強まりました。銅相場は、当該期間は比較的安定的な価格水準にて推移し、特に期の後半は

ＬＭＥ（ロンドン金属取引所）の銅在庫減少を背景に強含みの展開となりました。　

　伸銅業界の黄銅棒の生産につきましては、４月～12月の累計では137千トンと前年同期に比べ2.0％の

増加となりました。

　当社におきましては、昨年４月９日に発生した鋳造溶解物噴出による火災事故により、２ヶ月半の

間、鋳造設備全体が実質使用停止の状態となり、その期間は原材料の在庫品と外部からの中間材料の供

給等により製造販売を行いましたが、需要を満たすことが出来ず、販売量は激減しました。また生産再

開後は積極的な受注活動を開始しましたが、従来の受注量の水準に達することが出来ませんでした。

　このような状況の下、大阪黄銅株式会社を含む当社グループの当第３四半期連結累計期間の業績は以

下のとおりとなりました。

　製品等の販売数量は、14,483トンと前年同期比19.9％の減少となりました。売上高につきましては、

販売数量の減少を主たる要因として、9,328百万円と前年同期比11.2％減少しました。収益面につきま

しても、上述のとおり、販売数量の減少を主因に、営業損失は396百万円（前年同期比△229百万円）、

経常損失は385百万円（前年同期比△210百万円）、四半期純損失は383百万円（前年同期比△208百万

円）となりました。
　
当社グループは伸銅品関連事業の単一セグメントとしております。伸銅品関連事業の部門別の業績を

示すと、次のとおりであります。

（伸銅品）

当社グループの主力製品である伸銅品は、販売数量で前年同期比30.2％の減少となり、売上高は

7,566百万円と前年同期比20.0％の減少となりました。
　
（伸銅加工品）

伸銅加工品においても、販売数量で前年同期比19.1％の減少となり、売上高は412百万円と前年同

期比9.7％の減少となりました。
　
（その他の金属材料）

その他の金属材料は、伸銅原材料の転売を主たる要因として、売上高で1,349百万円と前年同期比

126.7％の増加となりました。
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（2）事業上及び財務上の対処すべき課題

①　全社一丸となり、火災事故から早期の完全復旧を目指します。設備的には、ほぼ回復しているもの

の、販売量ならびに業績においても事故前の水準を早期に達成すべく引き続き注力してまいりま

す。

②　当社では「当社株式の大規模買付行為に関する対応方針」を定めております。その概要は次のとお

りであります。

ア．基本方針の内容

当社は、昭和13年創業の黄銅棒メーカーであります。創業以来70余年間に培った高品質と安定供

給体制の完備により、当社製品は多数の優良機械・金属メーカー等のユーザーに支持され、信用を

築いてまいりました。現在は電子素材のコネクター線や環境対応製品の開発など需要家のニーズに

積極的に応えております。

当社は現在、企業価値の向上を目指し中期経営計画を策定し鋭意これを実行しております。その

内容の主なものは、「ＲＯＥ10％超え、当期純利益５億円以上を安定的に達成できる収益基盤の構

築、配当性向20％を目途に安定配当の継続」等であります。これらの重要課題を中心とした中期経

営計画を着実に実行していくことが当社の企業価値を中・長期的に向上させ、ひいては長く株主の

皆様のご期待に応えることになると確信しております。　

そして当社の中・長期的な企業価値向上のためには万一、濫用的な買収者によって実行中の施策

や方針が不合理に頓挫させられることのないように、適切かつ合理的な措置を講じておく必要があ

ると考えております。

イ．不適切な支配の防止のための取り組み

当社株式は上場株式として自由に売買できますが、時として短期的な利益を追求するグループ等

による大規模買収が、株主の皆様に結果として不利益を与える恐れがあります。大規模買収者が現

れた場合に、買収に応じるか否かは株主の皆様の判断に委ねられるものと考えております。そこで

買収提案がなされた時に株主の皆様が十分な情報と時間の下に適切にご判断いただけるよう、ま

た、明らかに株主一般の利益を害すると判断される買収行為への対策として「当社株式の大規模買

付行為に関する対応方針（買収防衛策）」を平成18年１月16日の取締役会において決定、公表し、

更新した概要を情報公開するとともに毎年の定時株主総会において株主の皆様にご報告いたしてお

ります。　

これは「事前警告型」買収防衛策であり、特定株主グループの議決権割合を20％以上とすること

を目的とする当社株式の大規模買収者に対しては買収者の概要、買収目的、買付価格の算定根拠、

買収資金の裏付け、買収後の経営方針等につき当社への充分な情報提供を行うことなどの大規模買

付ルールの遵守を要請します。

当社取締役会は、大規模買収者が現れ次第、外部の有識者３名で構成する「諮問委員会」を招集

し、提供された情報を基に、同委員会に意見を求め、その意見を最大限尊重した上で、所定の評価

期間（60日間または90日間）内に、当該買収提案に対する評価結果や代替案等を発表いたします。

大規模買付ルールは、株主の皆様に、買収に応じるか否かを適正に判断していただくために必要

な情報や、現に当社の経営を担っている取締役会の見解を提供し、場合によっては代替案の提示を

示す等の機会を保証することを目的としています。適時に情報開示し、ご判断に供していただける

ようにしてまいります。

また、大規模買収者が大規模買付ルールを遵守しない場合または、当該大規模買付行為が当社お

よび当社株主全体の利益を著しく損なうと認められる場合は、当社および当社株主全体の利益を守

ることを目的として、所定の評価期間の経過を待たずに、当社取締役会が新株予約権の発行等の対

抗措置を取ることがあります。

なお、買収防衛策として株主割当により新株予約権を発行する場合、新株予約権１個当たりの目

的となる株式の数は２株であります。（ただし、大規模買収者には新株予約権の行使を認めませ

ん。）

ウ．不適切な支配防止のための取り組みについての取締役会の判断

大規模買収者に要請する大規模買付ルールに基づく各種資料の開示を通じて、当社に対する大規

模買収者の概要、具体的な資金スキームおよび買収後の当社に対する経営方針等々が明らかにな

り、株主の皆様の判断材料が充実したものになります。　

当社取締役会としては、上記の対応方針は、上記基本方針および当社の株主の共同の利益に沿う

ものであり、また、当社役員の地位の維持を目的とするものではないと考えております。

なお、当社の取締役の任期は１年であり、上記「株式会社の支配に関する基本方針」は必要に応

じて見直すこととしております。
　

（3）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000
 

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成25年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 23,700,000 23,700,000
東京証券取引所
（市場第二部）

単元株式数　1,000株

計 23,700,000 23,700,000 ― ―
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成25年10月１日～
平成25年12月31日

― 23,700 ― 1,595,250 ― 290,250
 

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　

EDINET提出書類

日本伸銅株式会社(E01305)

四半期報告書

 5/15



　

(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成25年９月30日）に基づく株主名簿による

記載をしております。

① 【発行済株式】

   平成25年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 87,000

 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 23,546,000
 

23,546 ―

単元未満株式 普通株式 67,000
 

― １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 23,700,000 ― ―

総株主の議決権 ― 23,546 ―
 

　

② 【自己株式等】

  平成25年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
日本伸銅株式会社

大阪府堺市堺区匠町20番地1 87,000 ― 87,000 0.37

計 ― 87,000 ― 87,000 0.37
 

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりでありま

す。

　役職の異動

　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

常務取締役
(製造本部長兼電子素材部長)

常務取締役
(製造本部長)

中尾　文雄 平成25年10月１日
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成25年10月

１日から平成25年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年12月31日

まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けてお

ります。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 914,372 1,299,522

受取手形及び売掛金
※２ 4,100,914 ※２ 3,382,359

商品及び製品 603,863 523,395

仕掛品 417,073 453,954

原材料及び貯蔵品 618,958 777,553

未収入金 96,324 44,203

繰延税金資産 139,790 149,421

その他 23,913 111,790

貸倒引当金 △322 △1,196

流動資産合計 6,914,888 6,741,006

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 297,502 537,054

減価償却累計額 △31,345 △69,443

建物及び構築物（純額） 266,156 467,611

機械装置及び運搬具 2,266,537 2,454,371

減価償却累計額 △1,564,156 △1,701,927

機械装置及び運搬具（純額） 702,380 752,444

土地 4,208,011 4,208,011

建設仮勘定 199,342 －

その他 144,306 155,438

減価償却累計額 △119,994 △107,912

その他（純額） 24,312 47,525

有形固定資産合計 5,400,204 5,475,592

無形固定資産

ソフトウエア 7,259 5,330

施設利用権等 8,545 8,545

無形固定資産合計 15,804 13,875

投資その他の資産

投資有価証券 817,677 926,202

その他 47,387 38,460

投資その他の資産合計 865,065 964,662

固定資産合計 6,281,073 6,454,130

資産合計 13,195,962 13,195,136
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金
※２ 1,446,309 ※２ 1,644,138

短期借入金 3,581,221 4,038,099

未払消費税等 62,804 －

未払費用 207,689 192,178

未払法人税等 18,674 8,469

賞与引当金 31,300 9,860

その他 94,895 81,051

流動負債合計 5,442,894 5,973,798

固定負債

長期借入金 1,000,050 777,568

長期未払金 － 87,820

退職給付引当金 136,620 108,778

役員退職慰労引当金 90,450 －

環境対策引当金 90,000 90,000

繰延税金負債 360,080 394,325

再評価に係る繰延税金負債 741,315 741,315

その他 12,320 24,427

固定負債合計 2,430,835 2,224,234

負債合計 7,873,730 8,198,032

純資産の部

株主資本

資本金 1,595,250 1,595,250

資本剰余金 290,250 290,250

利益剰余金 2,080,391 1,697,367

自己株式 △15,894 △15,915

株主資本合計 3,949,996 3,566,951

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 33,688 103,148

繰延ヘッジ損益 △146 △11,689

土地再評価差額金 1,338,693 1,338,693

その他の包括利益累計額合計 1,372,235 1,430,152

純資産合計 5,322,232 4,997,103

負債純資産合計 13,195,962 13,195,136
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

売上高 10,506,646 9,328,620

売上原価 10,009,780 9,128,635

売上総利益 496,866 199,985

販売費及び一般管理費 662,919 595,996

営業損失（△） △166,053 △396,011

営業外収益

受取利息 199 183

受取配当金 14,112 17,219

受取保険金 11,569 －

助成金収入 － 15,445

その他 10,456 7,809

営業外収益合計 36,338 40,657

営業外費用

支払利息 26,094 21,725

支払手数料 8,803 －

売上割引 7,706 5,218

手形売却損 2,392 1,693

その他 153 1,247

営業外費用合計 45,151 29,885

経常損失（△） △174,867 △385,239

特別利益

固定資産売却益 573 24,975

特別利益合計 573 24,975

特別損失

固定資産売却損 － 8

固定資産除却損 6 29

投資有価証券評価損 59,864 －

ゴルフ会員権評価損 190 －

特別損失合計 60,061 38

税金等調整前四半期純損失（△） △234,355 △360,301

法人税、住民税及び事業税 15,472 27,369

法人税等調整額 △75,604 △4,647

法人税等合計 △60,132 22,722

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △174,223 △383,023

四半期純損失（△） △174,223 △383,023
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △174,223 △383,023

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 19,780 69,460

繰延ヘッジ損益 △6,986 △11,543

その他の包括利益合計 12,794 57,916

四半期包括利益 △161,428 △325,106

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △161,428 △325,106

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

(追加情報)

　　役員退職慰労引当金

当社及び連結子会社は、内規による要支給額を役員退職慰労引当金として計上しておりましたが、そ

れぞれ平成25年５月開催の取締役会において、退職慰労金制度を廃止することを決議し、それぞれ同年

６月開催の定時株主総会において、退職慰労金の打切り支給（支給時期は、各役員の退任時）を決議

し、承認されました。

これに伴い、役員退職慰労引当金を全額取崩し、打切り支給に伴う未払額87,820千円を固定負債の

「長期未払金」として計上しております。

　
(四半期連結貸借対照表関係)

１　受取手形割引高

 
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成25年12月31日)

受取手形割引高 709,564千円 622,968千円
 

　

※２　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しておりま

す。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末

日満期手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成25年12月31日)

受取手形 37,523千円 29,663千円

割引手形 312,539千円 245,642千円

支払手形 41,435千円 124,520千円
 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおり

であります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

減価償却費 122,261千円 205,045千円
 

　

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年５月14日
取締役会

普通株式 利益剰余金 47,226 2 平成24年３月31日 平成24年６月29日
 

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会

計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

当第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

１．配当金支払額

該当事項はありません。　

　
２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会

計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１. 前第３四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日)

当社グループは、伸銅品関連事業の単一セグメントであるためセグメント情報の記載を省略してお

ります。

　

２. 当第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

当社グループは、伸銅品関連事業の単一セグメントであるためセグメント情報の記載を省略してお

ります。

　

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

１株当たり四半期純損失金額(△) △7円38銭 △16円22銭

(算定上の基礎)   

四半期純損失(△)(千円) △174,223 △383,023

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純損失金額(△)(千円) △174,223 △383,023

普通株式の期中平均株式数(株) 23,613,263 23,612,559
 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

日本伸銅株式会社(E01305)

四半期報告書

14/15



  

  

有限責任監査法人トーマツ  

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士   和　田　稔　郎   印

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士   森　村　照　私   印

独立監査人の四半期レビュー報告書

 

平成26年２月12日

日本伸銅株式会社

取締役会  御中

 

 

　

 

　
 

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日

本伸銅株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間
(平成25年10月１日から平成25年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25
年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、
四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本伸銅株式会社及び連結子会社の平成25
年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示して
いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

　
 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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